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1.  平成21年3月期第3四半期の業績（平成20年4月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第3四半期 90,733 ― 4,798 ― 5,005 ― 2,308 ―

20年3月期第3四半期 94,306 0.0 4,527 3.6 4,686 7.0 2,692 9.2

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第3四半期 158.83 ―

20年3月期第3四半期 185.27 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第3四半期 56,713 30,149 53.2 2,075.03
20年3月期 58,638 29,056 49.6 1,999.81

（参考） 自己資本   21年3月期第3四半期  30,149百万円 20年3月期  29,056百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 27.50 ― 27.50 55.00
21年3月期 ― 30.00 ― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ――― 30.00 60.00

3.  平成21年3月期の業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 125,000 △3.1 5,750 0.2 5,850 0.1 2,800 △17.4 192.71

4.  その他 
(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注） 詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。  

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注） 詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。  

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第3四半期  14,529,400株 20年3月期  14,529,400株

② 期末自己株式数 21年3月期第3四半期  70株 20年3月期  16株

③ 期中平均株式数（四半期累計期間） 21年3月期第3四半期  14,529,348株 20年3月期第3四半期  14,529,384株

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記及び添付資料に記載した業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものです。実際の業績は、今後様々な不確定な要因や事業運営に
おける経済情勢、社会情勢等により異なる場合がありますので、ご承知おきください。 
 当事業年度より、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14
号）を適用しております。また、「四半期財務諸表等規則」に従い四半期財務諸表を作成しております。  
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（1）全般的概況 
 当第３四半期累計期間の我が国経済は、サブプライムローン問題に端を発した世界的な金融危機から、
景気動向は悪化を示し、企業収益のみならず個人消費や雇用情勢も低迷しました。 
 携帯電話販売市場は、景気の悪化に加え、端末販売価格の上昇や第三世代移動通信サービスへの移行需
要の減少、主要キャリアにおける解約率の低下等により、当第３四半期累計期間における端末販売台数が
前年同期比で２割を超える減少となるなど低調に推移しました。 
 このような事業環境のもと、当社は高機能端末への取替需要の積極的取り込みを行うとともに、経営効
率の改善に取り組みました。 
 この結果、当第３四半期累計期間の売上高は、モバイルセールス事業での携帯電話端末販売台数の減
少、モバイルサービス事業での携帯電話端末の保守サービス需要の増加や移動通信事業者向け基地局整備
の一巡による関連需要減少などにより、907億33百万円となりました。利益面では、携帯電話端末販売台
数の減少があったものの、経営効率の改善に努めたことや保守サービス需要の増加などにより、営業利益
は47億98百万円、経常利益は50億5百万円、四半期純利益については、投資有価証券評価損を計上したこ
となどにより、23億8百万円となりました。 
  
 （2）部門別概況 
（モバイルセールス事業） 
 当第３四半期累計期間においては、分離プラン導入に伴う端末販売価格の上昇から値ごろ感が薄れたこ
とや第三世代移動通信サービスへの移行需要が一巡したことなどから、ワンセグやＧＰＳ、音楽配信、決
済機能などに対応した高機能端末への取替需要はあったものの、携帯電話販売需要は低調に推移しまし
た。 
 このような状況のもと、高機能端末の拡販や販売チャネルの拡充に注力しましたが、販売台数は需要減
少の影響を受け、107万8千台と前年同期比で２割を超える減少となりました。 
 この結果、売上高は718億26百万円となりました。営業利益については、経営効率の改善に努めたことか
ら、17億70百万円となりました。 
  
（モバイルサービス事業） 
 当第３四半期累計期間においては、携帯電話端末の保守サービス需要の増加、事業者向けの基地局整備
関連の需要の減少などにより、売上高は189億7百万円となりました。営業利益については、経営効率の改
善、売上高の増加などにより、30億28百万円となりました。 
  
 なお、当期より事業区分を「モバイルセールス事業」と「モバイルサービス事業」に変更しておりま
す。 
 前期まで「モバイルセールス事業」に含めていた携帯電話向けASPサービスなどのモバイルソリューショ
ンサービスについては、事業内容をより適切に反映させるため、「モバイルサービス事業」に含めること
といたしました。 

  

当第３四半期末における資産合計は567億13百万円となり、前事業年度末に比べ19億25百万円減少しま
した。 
 負債合計は265億64百万円と30億18百万円の減少、純資産合計は301億49百万円と10億93百万円の増加と
なりました。 
 この結果、当第３四半期末における自己資本比率は53.2％となり、前事業年度末に比べ3.6ポイント改
善しました。 
  
当第３四半期累計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりです。 
  
 営業活動によるキャッシュ・フローは、39億60百万円の収入となりました。 
これは、税引前四半期純利益を計上したことに加え、未収入金の減少や仕入債務の増加などの資金増加要
因が、たな卸資産の増加や未払費用の減少、法人税等の支払などの資金減少要因を上回ったことによるも
のであります。 
 投資活動によるキャッシュ・フローは、17億97百万円の支出となりました。 
これは、主に投資有価証券の取得による支出と固定資産の取得による支出であります。 
 財務活動によるキャッシュ・フローは、主に第36期期末配当金及び第37期中間配当金の支払により8億
37百万円の支出となりました。 
  
 以上により、当第３四半期末における現金及び現金同等物は、前事業年度末より13億25百万円増加し、
182億72百万円となりました。 

・定性的情報・財務諸表等

1. 経営成績に関する定性的情報

2. 財政状態に関する定性的情報
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当第３四半期において、投資有価証券評価損を特別損失に9億87百万円計上したため、これを業績予想
に反映させ、当期純利益を34億円から28億円に修正しております。なお、四半期における有価証券の減損
処理については、洗替法を採用しております。 
 売上高、営業利益、経常利益の予想額に変更はありません。 
  

税金費用の計算 
当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 
  

①「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成19年３月14日 企業会計基準第12
号)及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成19年３月14日 企
業会計基準適用指針第14号)を当第１四半期会計期間から適用しております。 
②「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９
号)を当第１四半期会計期間から適用し、評価基準については、主に低価法から原価法（収益性の低下
による簿価切下げの方法）に変更しております。 
 これによる損益に与える影響はありません。 
③「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月
30日 企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平
成６年１月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号)を当第１四半期会計期間
から早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上し
ております。 
 また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する
方法によっております。 
 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 
 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

3. 業績予想に関する定性的情報

4. その他
(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
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5.【四半期財務諸表】 
  (1)【四半期貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期会計期間末 
(平成20年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,273 10,948

受取手形及び売掛金 15,120 15,592

有価証券 998 999

商品 4,230 3,796

半製品 29 2

原材料 685 365

仕掛品 830 461

未収入金 6,140 9,111

関係会社預け金 6,001 5,000

その他 1,371 1,259

貸倒引当金 △3 △5

流動資産合計 46,674 47,528

固定資産   

有形固定資産 1,453 1,356

無形固定資産 1,030 1,158

投資その他の資産 7,556 8,596

固定資産合計 10,039 11,110

資産合計 56,713 58,638

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 12,685 11,632

未払法人税等 770 1,174

未払費用 7,631 10,867

その他 1,688 2,272

流動負債合計 22,774 25,945

固定負債   

退職給付引当金 3,475 3,383

その他 315 254

固定負債合計 3,790 3,637

負債合計 26,564 29,582

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,371 2,371

資本剰余金 2,707 2,707

利益剰余金 25,609 24,137

自己株式 △0 △0

株主資本合計 30,687 29,215

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △538 △159

評価・換算差額等合計 △538 △159

純資産合計 30,149 29,056

負債純資産合計 56,713 58,638
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 (2)【四半期損益計算書】 
  【第３四半期累計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 90,733

売上原価 80,091

売上総利益 10,642

販売費及び一般管理費 5,844

営業利益 4,798

営業外収益  

受取利息 59

受取配当金 211

雑収入 5

営業外収益合計 275

営業外費用  

支払利息 1

固定資産廃棄損 45

雑支出 22

営業外費用合計 68

経常利益 5,005

特別利益  

移転補償金 60

特別利益合計 60

特別損失  

投資有価証券評価損 987

特別損失合計 987

税引前四半期純利益 4,078

法人税等 1,770

四半期純利益 2,308
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 (3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 4,078

減価償却費 516

貸倒引当金の増減額（△は減少） 12

退職給付引当金の増減額（△は減少） 61

受取利息及び受取配当金 △270

支払利息 1

為替差損益（△は益） 1

固定資産廃棄損 45

投資有価証券評価損益（△は益） 987

売上債権の増減額（△は増加） 471

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,148

未収入金の増減額（△は増加） 2,971

仕入債務の増減額（△は減少） 1,031

未払費用の増減額（△は減少） △3,236

未払消費税等の増減額（△は減少） 56

預り金の増減額（△は減少） 205

その他 68

小計 5,849

利息及び配当金の受取額 270

利息の支払額 △1

法人税等の支払額 △2,158

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,960

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △212

無形固定資産の取得による支出 △144

投資有価証券の取得による支出 △1,227

その他 △214

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,797

財務活動によるキャッシュ・フロー  

配当金の支払額 △829

リース債務の返済による支出 △8

自己株式の取得による支出 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △837

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,325

現金及び現金同等物の期首残高 16,947

現金及び現金同等物の四半期末残高 18,272

- 6 -

ＮＥＣモバイリング㈱(9430)平成21年3月期第3四半期決算短信（非連結）



当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第14号)を適用しております。また、「四半期財務諸表

等規則」に従い四半期財務諸表を作成しております。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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「参考資料」

 要約四半期損益計算書

（単位：百万円）

前第３四半期累計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年12月31日)

区分 金 額

Ⅰ 売上高 94,306

Ⅱ 売上原価 83,671

     売上総利益 10,635

Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,108

     営業利益 4,527

Ⅳ 営業外収益 182

Ⅴ 営業外費用 23

     経常利益 4,686

     税引前当期純利益 4,686

     法人税、住民税及び事業税 1,994

     当期純利益 2,692
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 要約四半期キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前第３四半期累計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年12月31日)

区分 金 額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前当期純利益 4,686

   減価償却費 606

   売上債権の減少額 2,416

   たな卸資産の増加額 △1,215

   未収入金の減少額 1,168

   仕入債務の減少額 △1,473

   未払費用の減少額 △2,522

   その他 87

    小計 3,753

   法人税等の支払額 △2,506

   その他 169

  営業活動によるキャッシュ・フロー 1,416

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △358

   無形固定資産の取得による支出 △393

   事業譲渡に伴う支出 △171

   投資有価証券の取得による支出 △2,010

   その他 △2

  投資活動によるキャッシュ・フロー △2,934

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   配当金の支払額 △755

  財務活動によるキャッシュ・フロー △755

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 1

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △2,272

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 17,501

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 15,229
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ＮＥＣモバイリング株式会社

平成２０年度第３四半期 決算補足資料

（単位：百万円）

前年同期比
増減率

売上高 △3.8%       

営業利益 6.0%           
（対売上高比） (4.8%) (5.3%)

経常利益 6.8%           
（対売上高比） (5.0%) (5.5%)

当期純利益 △14.3%      
（対売上高比） (2.9%) (2.5%)

1株当たり当期純利益（円） －

営業活動によるキャッシュ・フロー 179.7%

投資活動によるキャッシュ・フロー －

フリー・キャッシュ・フロー －

財務活動によるキャッシュ・フロー －

従業員数（人） －

*　前年同四半期増減率は参考として記載しております。

158.83円185.27円

平成19年度
第３四半期累計期間

平成20年度
第３四半期累計期間

94,306 90,733

△ 1,518 2,163

平成21年1月29日

4,527 4,798

4,686 5,005

2,692 2,308

△ 837

1,416 3,960

1,062人

△ 1,797

△ 755

1,030人

△ 2,934



事業区分別売上高・営業利益・営業利益率

（単位：百万円）

前年同期比

構成比 構成比 増減率

（％） （％）

売　上　高 78,189     82.9%    71,826     79.2%    △8.1%    

営業利益 1,761       38.9%    1,770       36.9%    0.5%       

（営業利益率） (2.3%) (2.5%)

売　上　高 16,117     17.1%    18,907     20.8%    17.3%      

営業利益 2,766       61.1%    3,028       63.1%    9.5%       

（営業利益率） (17.2%) (16.0%) 

合計 売　上　高 94,306     100.0%  90,733     100.0%  △3.8%    

営業利益 4,527       100.0%  4,798       100.0%  6.0%       

（営業利益率） (4.8%) (5.3%)

*前年同四半期増減率は参考として記載しております。

（事業区分別の変更）

なお、平成19年度第３四半期累計期間については、比較を容易にするため組替え表示しております。

モバイルセールス
事業

金額 金額

当社は平成20年度より事業区分を「モバイルセールス事業」と「モバイルサービス事業」に変更いたしまし
た。前期まで「モバイルセールス事業」に含めておりました携帯電話向けASPサービスなどのモバイルソ
リューションサービスにつきましては、当社の事業内容をより適切に反映させるため、「モバイルサービス
事業」に含めることといたしました。

平成19年度 平成20年度
第３四半期累計期間 第３四半期累計期間

（百万円） （百万円）

モバイルサービス
事業




